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しかし第 1 次ネタニヤフ内閣期の 1997 年、イスラエルは既存入植地拡幅の名目の下に、マアレ・
アドミム周辺のベドウィン系パレスチナ人約 100 家族の強制退去に着手するなど、E-1 への入植地建
















2015 年 11 月に「イスラエル産（製）」ではなく「西岸産（製）」のラベルを貼るとの決定を下した。これら
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認しようとする動きを強めている。2 つのコミュニティの緊張は、2015 年 11 月のパリでの IS によるテ
ロ攻撃を契機に、さらに高まることとなった。「イスラエル国内におけるテロへの予防先制」を口実とし
て、ネタニヤフ内閣がパレスチナ系イスラエル市民の間に広汎な支持者を持つ「イスラエルのイスラー














1993 年のオスロ合意を黙認した本体を激しく批判して袂を分かったところに NWIMI は出発する。サ
ラーハ師の批判の要点は、オスロ合意は第一にユダヤ人国家の正統性を容認し、第二にエルサレム
のアルアクサ・モスクがイスラエルに「接収」される途を開くものとなるというものであった。したがって、
                                                  
1 池田明史 2015. イスラエルの「国民国家法案」: クネセト上程の意味と背景. 中東レビュー第 2 号, 
25-28. 
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